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調査Ⅰ 県民の信託に応える小学校教育の在り方や学校評価の在り方に関する課題 

問１ 
教育改革が進む中，小学校教育の改善・充実のために，教育課程の編成・実施や学

校運営など特に重視していかなければならないことは何ですか。（３つ以内を選択） 

 

 

[考察]  

 令和３年度は，「教員の多忙化解消のための校務改善への取組」が第１位となった。教員の働

き方改革の取組は，報道等でも取り上げられることが増え，広く国民の知るところとなってき

ている。しかし，令和３年度から一気に導入が進んだ GIGA スクール構想によるタブレットの

有効活用について，学校現場では，ルールづくりや環境整備，教員の研修などで試行錯誤が続

いていると想像できる。  

 例年，高い割合を示す「学校の組織的運営の推進」「特別支援・インクルーシブ教育の構築」

「いじめ・不登校防止等の生徒指導体制の充実」「学力調査結果の分析をもとにした授業改善の

取組」については，令和３年度も 25％に近い数値かそれ以上を示しており，引き続いて重要な

課題であることがうかがえる。  

 令和２年度の調査で第１位だった「新型コロナウイルス感染防止などの危機管理の徹底」に

ついては，令和 3 年度は半分に下がった。令和２年度から継続している学校での感染予防対策

が定着してきた表れと捉えられる一方で，変異株への置き換わりや８月からの子どもへの感染

増加が懸念材料となっている。常に新しい情報を取り入れながら，教育委員会や医療機関など

とも連携して，改めて気を引き締めて感染防止に取り組む必要がある。  
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サ その他

ク 異校種（幼稚園，こども園，保育園，中学校等）

キ 学校支援ボランティア等，外部人材の積極的な活

カ スクールカウンセラーやソーシャルワーカー，外

ウ 学校の教育活動についての積極的な情報発信

ア 学力調査結果の分析をもとにした授業改善の取組

コ 新型コロナウイルス感染防止など危機管理の徹底

オ いじめ・不登校防止等の生徒指導体制の充実

ケ 特別支援教育・インクルーシブ教育の構築

イ 学校の組織的運営の推進

エ 教員の多忙化解消のための校務改善への取組

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

カ  スクールカウンセラーやソーシャルワーカー，外部機関の活用 

キ  学校支援ボランティア等，外部人材の積極的な活用  
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問２ 
より実効性の高い学校評価にするため，課題になっていることは何ですか。                                    

（３つ以内を選択） 

 

 

[考察] 

 例年，上位を占める項目が，今年度も高い割合を示している。今回，第１位となった「成果

指標等，数値目標の設定と検証方法の確立」は客観的に状況を把握する上で，数値による有効

性を認識しながらも，教育における明確な数値目標や検証方法が未だに確立できていない現状

を何とかしたいという意識の表れである。また，「学校評価結果を受けた教育課程の改善」にお

ける学びの核となる教育課程については，達成に向けた状況や取組の適切さを評価し，教育課

程編成につなげようとする様子がうかがえる。さらに，今回，第３位となった「ＩＣＴの活用

による学校評価のシステム化」については，今年度導入されたタブレットを活用して，アンケ

ートを実施したり，集計に役立てたりする方法を検討していることが想像される。 
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コ その他

エ 学校関係者評価における評価委員の人選

ク 評価結果の公表の方法

キ 学校評価結果の保護者等への説明の機会や方法

オ 評価資料の作成等の事務の繁雑さ

ウ 保護者アンケートの内容の精選と分析

ケ 学校評価の結果に応じた人的配置及び予算措置等

カ ICTの活用等による学校評価のシステム化

イ 学校評価結果を受けた教育課程の改善

ア 成果指標等，数値目標の設定と検証方法の確立

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

カ  ICT の活用等による学校評価のシステム化  

ケ  学校評価の結果に応じた人的配置及び予算措置等 

の行政の支援  
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調査Ⅱ 教員の資質・能力の向上と子どもと向き合う環境づくりに関する課題 

問３ 
教員の資質・能力向上のためには，どのような取組が必要だと考えますか。  

（３つ以内を選択） 

 

 

[考察] 

 第１位は「教材研究や研修に使える時間の確保」68.6％で令和２年度と比較して約 10 ポイ

ント増加した。これまでも教材研究や研修に使える時間の確保は難しかったが，令和３年度は

働き方改革により残業時間を削減しなければならないため，今まで以上に時間の確保が難しく

なっていることがうかがえる。 

第２位は「教員研修の充実を担保するための教員配置」56.2％で，前述した時間の確保をす

るための方策として，人的配置が望まれていることがわかる。 

第３位「教員のニーズに合った研修体系の確立」35.1％，第４位「専門性，社会性向上のた

めのＯＪＴの推進」34.6％，第５位「若手教員の指導力向上」30.8％は，どれも教員の指導力

向上にかかわるものである。第３位と第４位は，研修時間の確保が難しい状況であるため，そ

の見直しや実施方法の改善を求めていると思われる。また，第５位は，令和２年度と比較する

と約 14 ポイント減少しており，教員の若返りによる指導力の問題は依然として解決してない

が，それ以上にさまざまな課題が現場にあるため意見が分散したものと思われる。 

第６位は「新たな教育課題解決のための校内研究組織の構築」22.2％で，ＧＩＧＡスクール

構想などへの対応のために，校内研究が進められていることがうかがえる。 

第７位「通所型から学校への講師派遣といった研修制度の改善」16.2％，第８位「ベテラン

教員の活用」14.1％は，研修時間の確保やＯＪＴの推進などとかかわりがあり，特に第８位が

令和２年度より 4.5 ポイント増加していることから，増えつつある再任用教員への期待が感じ

られる。 
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ケ その他

オ ベテラン教員の活用

ア 通所型から学校への講師派遣といった研修制度の

カ 新たな教育課題解決のための校内研究組織の構築

キ 若手教員の指導力向上

エ 専門性，社会性向上のためのＯＪＴの推進

ウ 教員のニーズにあった研修体系の確立

イ 教員研修の充実を担保するための教員加配

ク 教材研究や研修に使える時間の確保

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ア 通所型から学校への講師派遣といった研修制度

の改善
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問４ 
教員が子ども一人一人に向き合う環境をつくり、さらなる教育効果を上げるために

はどのようなことが重要ですか。（３つ以内を選択）  

 

 

[考察] 

 

 

 第１位「少人数指導・専科教員等の加配教員の人的配置の推進」85.4％，第２位「通常の学

級に在籍する特別な支援が必要な児童への教育環境の整備」74.1％，第４位「学級規模（学級

減による 35 人超過学級等）に応じた加配教員の人的配置」35.7％はいずれも人的配置について

の要望であり，学校現場の人員不足は深刻な状況であることが推測される。理由としては、第

１位は新学習指導要領の完全実施における英語の専科や小学校での教科担任制の導入への対応，

第２位と第４位は通常の学級に在籍する支援が必要な児童の増加に伴う対応のための要望であ

る。 

第３位の「事務の効率化・軽減」37.3％は令和２年度より約７ポイント増加している。令和

２年度は「福井県学校業務改善方針」に基づき，働き方改革が推進され「事務の効率化・軽減」

がなされてきたが，まだ十分とは言えないためさらなる推進を求めていると思われる。 

第５位の「全学年 35 人以下とするなど，学級編制基準の引き下げ」30.8％については，本県

の場合既に 35 人以下の学級編制となっているため，全国の 68.4％と比較し大きく下回ってい

る。 

第６位「学級数増加に伴う教室数の確保や施設・設備の充実」と第７位「学級編制における

校長の裁量権の拡大」はどちらも割合は低いが，児童数が増加している学校や逆に児童数が減

少したために複式学級が増えた学校などでは教育活動に支障があり，対策が必要と考えている

ことがうかがえる。 
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ク その他

エ 学級編制における校長の裁量権の拡大

オ 学級数増加に伴う教室数の確保や施設・設備の充

ウ 全学年３５人以下とするなど、学級編制基準の引

イ 学級規模(学級減による３５人超過学級等）に応

キ 事務の効率化・軽減

カ 通常の学級に在籍する特別な支援が必要な児童へ

ア 少人数指導・専科教員等の加配教員の人的配置の

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ア 少人数指導・専科教員等の加配教員の人的配置

の推進

カ 通常の学級に在籍する特別な支援が必要な児童

への教育環境の整備

イ 学級規模(学級減による３５人超過学級等）に応

じた加配教員の人的配置

「エ 学級編成における校長の裁量権の拡大」は全連小のアンケートにはない項目です。   

ウ  全学年 35 人以下とするなど，学級編成基  

準の引き下げ  

オ  学級数増加に伴う教室数の確保や施設・設  

備の充実  
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調査Ⅲ 少人数学級の推進，外国語科・外国語活動や特別の教科道徳への対応など，

新たな教育改革・教育施策に関する諸課題  

問５ 
新たな教育改革・教育施策のうち，今後，学校現場として対応するうえで，重く受

け止めていることは何ですか。（３つ以内を選択）  

 

 

[考察] 

 「主体的・対話的で深い学びの学習の推進」が 78.4％，「ＩＣＴを活用した教育・プログラミ

ング教育の推進」が 73.0％，「特別支援・インクルーシブ教育の構築」が 55.7％と令和２年度

に引き続き上位３つを占めた。第１位の「主体的・対話的で深い学びの学習の推進」について

は，令和２年度より数値が高くなった。令和になってからの３年間を比較すると，毎年数％ず

つ上昇する結果となった。新学習指導要領が完全実施されたことで，主体的・対話的で深い学

びに向けた授業改善や教師の授業力向上が学校経営の柱として強くとらえられていることがう

かがえる。 

 「ＩＣＴを活用した教育・プログラミング教育の推進」が令和２年度より約 30 ポイント上昇

し，第３位から第２位に浮上した。第４位以下全ての項目の数値が令和２年度より減少してい

ることを考えると，この減少部分が「ＩＣＴを活用した教育・プログラミング教育の推進」に

流れたと考えられる。これは，「ＧＩＧＡスクール構想」の本格実施やコロナ禍でのオンライン

授業実施が急務となり，それらに対応していく必要性が高まったことが数値上昇に影響したと

考えられる。  
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コ その他

ク 小中一貫教育の推進

カ コミュニティ・スクールの推進

キ 外国語科・外国語活動の推進

イ 「特別の教科 道徳」の充実

ア 少人数学級の推進

エ 「チーム学校」の推進

オ 特別支援・インクルーシブ教育の構築

ケ ICTを活用した教育・プログラミング教育の推

ウ 主体的・対話的で深い学びの学習の推進

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ケ  ICT を活用した教育・プログラミング教育  

の推進  



7 

 

問６ 
新たな教育改革・教育施策を推進するうえで，課題になっていることは何ですか。                                   

（３つ以内を選択） 

 

  

 

[考察] 
 

 「教員の多忙解消」が 69.7％，「教員の指導力向上」が 61.1％，「ＩＣＴ教育の推進」が 45.4％

と上位３つを占めた。第１位が「教員の多忙解消」，第２位が「教員の指導力向上」と令和２年

年度と順位は変わらなかったが，「ＩＣＴ教育の推進」は令和２年度の第５位から第３位に順位

を上げた。これは，問５でもあったが，「ＧＩＧＡスクール構想」の本格実施やコロナ禍でのオ

ンライン授業実施が急務となり，それらに対応していく必要性が高まったこととリンクしてい

ると考えられる。 

 「教員の多忙解消」は，令和２年度と比較すると約８ポイント上昇した。県教育委員会より

令和３年度末までに時間外在校等時間 80 時間以上の教員をゼロにするという具体的な目標が

掲げられたことで，業務改善に向けての意識のさらなる高まりがみられた結果ではないかと考

える。しかし，依然として「教員の多忙解消」は大きな課題であり，学校だけでなく行政と連

携した業務改善に取り組んでいく必要があるといえる。「教員の指導力向上」については，令和

２年度とほぼ同じ数値になっている。これは問５で第１位になった「主体的・対話的で深い学

びの学習の推進」にリンクしての高い数値となった。主体的・対話的で深い学びを実践してい

くための教員個々の指導力の向上や，若手教員が増える中での学校全体の指導力の向上が学校

経営上大きな課題となっていることがうかがえる。 
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ス その他

ク スクールカウンセラー・ソーシャルワーカー等専

エ 施設設備の充実

サ 弾力的な時間割編成の工夫

コ 新学習指導要領の趣旨の理解

ケ 地域との連携・協働

オ 教育行政の支援

キ 施策推進のための時間の確保

イ カリキュラム・マネジメントの充実

カ 教員定数の見直しと配置に関する諸問題への対応

シ ICT教育の推進

ア 教員の指導力向上

ウ 教員の多忙解消

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

「シ ＩＣＴ教育の推進」 は全連小のアンケートにはない項目です。  

シ  ICT 教育の推進  

ク  スクールカウンセラー・ソーシャルワーカー  

等専門職の配置  
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調査Ⅳ 教育課程の編成や学習評価の改善に関する課題      

問７ 
あなたの学校では，学習指導の充実を図るために，教育課程の編成に当たって，ど

のようなことを特に重視していますか。（３つ以内を選択）  

 

 

[考察] 

 教育課程編成の際に，学習指導の充実を図るための重点について問う質問である。第１位「主

体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善」77.3％，第２位「情報教育の充実，ＩＣＴ

や教材・教具の活用」63.8％，第３位「見通しを立てたり，振り返ったりする学習活動の重視」

44.3％という結果であった。第１位については，全国や令和２年度の福井県の結果と同じであ

った。第３位の「見通しを立てたり，振り返ったりする学習活動の重視」が令和２年度第２位

からポイントが落ちたものの，新学習指導要領の実施に伴い，授業改善や主体的な学習活動を

重視していることがわかる。  

 「情報教育の充実，ＩＣＴや教材・教具の活用」が令和２年度と比較して，約 40 ポイントも

上がっている。コロナ禍におけるオンライン授業の必要性に迫られたことやＧＩＧＡスクール

構想によりタブレットが導入されたことに伴い，学習活動におけるＩＣＴの活用の必要性や情

報の共有化がより一層促進されたことによるものと思われる。  

 「言語環境の整備と児童における言語活動の充実」が，令和２年度と比べて，約 12 ポイント

減少している。これについても，コロナ禍における学校行事の縮小や見直しなどが影響してい

ると考える。  

 

 

 

0.7

9.6

14.7

21.6

28

34.5

16.1

56.3

28.6

84.2

1.1 

2.7 

11.8 

24.6 

32.6 

28.3 

22.5 

61.0 

22.5 

74.3 

0.0 

2.2 

13.5 

16.8 

20.5 

22.7 

24.9 

44.3 

63.8 

77.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

コ その他

ク 学校図書館等の利活用

カ 家庭や地域社会との連携及び学校相互の連携や交

キ 自主的，自発的な学習の促進

イ 言語環境の整備と児童における言語活動の充実

ケ 指導方法や指導体制の工夫改善など個に応じた指

オ 体験活動の充実

エ 見通しを立てたり，振り返ったりする学習活動の

ウ 情報教育の充実，ＩＣＴや教材・教具の活用

ア 主体的･対話的で深い学びの実現に向けた授業改

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ア  主体的･対話的で深い学びの実現に向けた授  

業改善  

エ  見通しを立てたり，振り返ったりする学習活  

動の重視  

ケ  指導方法や指導体制の工夫改善など個に応  

じた指導の充実  

カ  家庭や地域社会との連携及び学校相互の連  

携や交流  



9 

 

 

問８ 
あなたの学校で，学習指導の充実を図るために，教育課程編成の工夫・改善を行っ

ても，なおどのようなことが課題となっていますか。（３つ以内を選択）  

 

 

[考察] 

 学習指導の充実を図るために課題となっていることを問うもので，教育課程編成の重点につ

いて設問した問７と関連している。 

 「主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善」が 56.2％と令和２年度と同様第１位

となっている。問７の教育課程編成の重点においても第１位であることを踏まえると，新学習

指導要領が目指す学びの具体的な指導方法に対する関心の高さがうかがえる。第２位の「情報

教育の充実，ＩＣＴや教材・教具の活用」が令和２年度よりさらに約 12 ポイントも上がってい

る。問７と同様コロナ禍におけるオンライン授業の必要性一段と高まったことや，ＧＩＧＡス

クール構想によりタブレットが導入されたことに伴い，学習活動におけるＩＣＴの活用の必要

性に迫られているためと思われる。  

 全体的には，令和２年度の結果とほぼよく似た数値になっている。コロナ禍における学習環

境が令和２年度とほぼ同じ状態であるため，学習指導の充実を図るための課題も同様の結果に

なったと考える。 

1.3

11.2

21.1

21.8

20.8

25.2

39.3

34

39.3

47.4

1.6 

8.0 

11.2 

11.2 

21.4 

20.3 

36.4 

39.6 

41.2 

61.0 

2.2 

5.9 

8.1 

13.5 

17.3 

18.9 

35.1 

37.8 

53.0 

56.2 

0 20 40 60 80

コ その他

ク 学校図書館等の利活用

オ 体験活動の充実

カ 家庭や地域社会との連携及び学校相互の連携や交

エ 見通しを立てたり，振り返ったりする学習活動の

イ 言語環境の整備と児童における言語活動の充実

キ 自主的，自発的な学習の促進

ケ 指導方法や指導体制の工夫改善など個に応じた指

ウ 情報教育の充実，ＩＣＴや教材・教具の活用

ア 主体的･対話的で深い学びの実現に向けた授業改

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ア  主体的･対話的で深い学びの実現に向けた授業改善 

ケ  指導体制の工夫改善など個に応じた指導の充実 

エ  見通しを立てたり，振り返ったりする学習活動の重視  

カ  家庭や地域社会との連携及び学校相互の連携や交流 
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調査Ⅴ 管理職の職能に関する研修の課題 

問９ 校長として，自校の学校経営上自ら取り組むべき研修課題は何ですか。（３つ選択） 

 

 

[考察] 

 令和２年度と比較して順位にほとんど変化はなく，令和３年度も「変化への対応と特色ある

教育課程の編成」が 63.8％で第１位である。これは，新学習指導要領による主体的・対話的で

深い学びや新しい学力観による評価，さらにはＧＩＧＡスクール構想を踏まえたＩＣＴ活用に

向けて，各学校で研究することに力を注いでいることの表れと思われる。令和２年度の全国調

査では 49.4％で，福井県に比べるとかなり低い結果となっている。全国ではそれほど関心がな

いということではなく，「適正な組織と教職員の配置」「教職員の評価」「教職員の服務」「コミ

ュニティ・スクールまたは学校評議員の活用」「校種間連携の推進」など学校運営にかかわるこ

とへの関心が高く，幅広い課題に取り組むことが求められているからと考えられる。それに対

して，福井県は研究に重点を置くことができ，全国と比べ落ち着いた学校運営ができているか

らだと思われる。  

 令和３年度も新型コロナウイルスの感染拡大が継続しており，全国各地で毎年のようにこれ

まで経験したことのないような自然災害も起きている。「学校における安全管理・危機管理」に

ついて，全国では第１位，福井県では第２位と多くの校長が重要かつ喫緊の課題であると認識

していることが分かる。  
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ス 教育予算の適正な運用

セ その他

キ 校種間連携の推進（幼・保，小，中）

コ 教職員の服務

ク コミュニティ・スクールまたは学校評議員の活用

シ 校長自身の目標管理に関する研修

ケ 教職員の評価

サ 施設・設備の充実と活用

カ 家庭・地域社会との連携

イ 適正な組織と教職員の配置

エ 教職員の心身の健康管理

オ 特別支援・学校不適応児童への対応

ウ 学校における安全管理・危機管理

ア 変化への対応と特色ある教育課程の編成

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ク  コミュニティ・スクールまたは学校評議員の活用と学校評価 
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問 10 
校長として，自校における「危機意識・危機管理」を考えるとき，どの項目が大き

な課題ですか。（３つ選択） 

 

 

[考察] 

 「いじめ・不登校，学校不適応等，生徒指導上の問題」を最大の課題と考える校長が圧倒的

に多い。福井県では令和２年度 74.9％，令和３年度 77.3％と第２位の項目より 30 ポイント以

上高くなっており，全国的にも同様の傾向が見られる。いじめ・不登校の問題は学校教育の大

きな課題であり，解決のために学校は多大なエネルギーを必要としている。いじめや不登校の

対策としては未然防止が大切であり，関係職員がチームを組んで対応しているところである。  

 「保護者への対応」は令和２年度に引き続き令和３年度も第２位で 39.5％という結果であっ

た。厳しい対応を迫られるような事案もあり，危機意識として常に持ち合わせておかなければ

ならない。また，この結果は，コロナウイルスへの対応も大きな要因の一つであると考えられ

る。感染防止のための取組や，感染者や濃厚接触者が出た場合の対応などについて，どのよう

に保護者の理解を得るか大いに悩んでいるのではないかと思われる。  

 「学級がうまく機能しない状況」は第７位で順位の変動はないものの，11.8％から 19.5％へ

と大きく増加している。コロナウイルス対応による新しい生活様式で教師も児童も神経をすり

減らす中，指導の難しい児童への対応や保護者への対応があるなど，教師の心身の状況を心配

せざるを得ない状況があることが読み取れる。  
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1.6 
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13.0 

19.5 

25.9 

29.7 

33.0 

37.3 

39.5 

77.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

シ 学校給食、保健衛生管理

ス 情報公開

サ 個人情報の適正管理

セ その他

コ 教職員の服務

ケ 不審者等に対する安全管理

カ 指導が不適切な教員への対応

ク 学級がうまく機能しない状況

キ 教職員の心身の健康管理

オ 登下校の安全

イ 学校事故に対する組織的対応

エ 防火，防災，非常災害時の対応

ウ 保護者への対応

ア いじめ，不登校，学習不適応等，生徒指導上の問

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ア  いじめ，不登校，学習不適応等，生徒指導上の問題  
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問 11 
校長として，学校経営上，教職員の意識改革を図るための方策として，主にどの項

目を通して行っていますか。（２つ選択） 

 

 

[考察] 

 「指導法・評価法の改善を含めた授業の改善」が第 1 位で，福井県では令和２年度 55.6％，

令和３年度 53.0％と２年連続で高い割合を示している。令和２年度に新学習指導要領が完全実

施となり，主体的・対話的で深い学びや新しい学力観による評価法の研究，さらにはＧＩＧＡ

スクール構想を踏まえたＩＣＴ活用に向けて教職員の意識改革を図ろうとする校長の割合が増

えたと考えられる。また，「教育改革の動向に関心をもち変化に対応する教育観の転換」「教育

目標達成のための学校経営への参画」についても高い割合を示している。これら３項目はすべ

て，新学習指導要領の完全実施に向けた取組を強化する意識に基づいて選択されているものと

推測される。  

 「いじめ・不登校，学校不適応等，生徒指導上の問題」は令和２年度 31.0％から令和３年度

41.6％と 10 ポイント以上増加している。コロナ禍の中，感染者や濃厚接触者への偏見によるい

じめ，それによる不登校や学校不適応について改めて意識を高めているものと思われる。  

 「道徳教育，心の教育，人権教育の充実」は令和２年度 18.7％から令和３年度 13.0％と５ポ

イント以上減少している。子どもたちを健全に育成していくためには重要な教育活動であるが， 

軽視しているのではなく，既に教職員に意識改革が浸透してきた結果であると解釈したい。  
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8.9
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43.7
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18.7 
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3.2 

12.4 

13.0 

35.1 

41.6 

43.2 

53.0 

0 10 20 30 40 50 60

ケ その他

キ 教職員のモラルの高揚

ク 教育課程編成の基本的理念の徹底

カ 保護者や地域社会への対応

オ 道徳教育，心の教育，人権教育の充実

ウ 教育目標達成のための学校経営への参画

エ いじめ・不登校，学習不適応等，生徒指導上の問

イ 教育改革の動向に関心をもち，変化に対応する教

ア 指導法・評価法の改善を含めた授業の改善

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

イ  教育改革の動向に関心をもち，変化に対応する教育観の転換  

エ  いじめ・不登校，学習不適応等，生徒指導上の問題への対応  
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調査Ⅵ 特別支援教育の推進に関する課題 

問 12 どのように特別な教育的支援を行っていますか。  （複数で回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

[考察] 

 特別な教育的支援の状況について，全国では「通常の学級で担任ができる範囲での支援」が

90％，「通常の学級で担任以外の教職員等による支援」が 88.6％と多く，通常の学級の中で工

夫をしながら様々な支援を行っている様子がうかがえる。 

一方，本県では「通常の学級で担任以外の教職員等による支援」が 83.2％（令和２年度比

+2.5％），「専門相談機関等の支援」が 76.8％（令和２年度比+6.7％），「通級指導教室による支

援」が 70.3％（令和２年度比+5.6％）と多く，いずれも令和２年度と比べて増えており，特別

な教育的支援を組織的に行い，専門機関等とも連携しながら様々な支援を行っていることがう

かがえる。 
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29.3
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48.1 

50.3 

68.1 

70.3 

76.8 

83.2 
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キ 特に特別な支援を講じていない

ク その他

カ 必要に応じて特別支援学級等で支援

オ 担任以外の教職員による計画的な取り出し（別室

ア 通常の学級で担任ができる範囲での支援

ウ 通級指導教室による支援

エ 専門相談機関等の支援（教育センター等）

イ 通常の学級で担任以外の教職員等による支援

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

令和２年度全連小の調査では，①通常の学級に在籍する「発達障害の診断のある児童，ま

たはその疑いのある児童」②通常の学級に在籍する「特別支援学校あるいは特別支援学級に

就学することが望ましい障害のある児童」の２つに分けて質問が設定されていますが，令和

３年度は，令和２年度の結果と比較するため，質問や項目を変えていません。  

オ  担任以外の教職員による計画的な取り出し（別室）指導による支援 



14 

 

問 13 指導・支援のために今後どのような対応が必要ですか。  （複数で回答可） 

 

 

[考察] 

 

 

 

 

 

必要とされる体制整備について，本県では，最も多かったのが「指導補助員，特別支援教育

支援員，介助員，学生支援員等の配置」で 76.2％（令和２年度比+1.9％），次に「特別支援コー

ディネーターの専任化」が 54.6％（令和２年度比+4.9％）であった。校内支援体制の一層の充

実の為に，適切な人材の配置と確保が求められていることが分かる。 

また，「現職研修の充実による特別支援教育の専門性及び指導力向上」が 53％，「発達障害に

対応できる通級指導教室の設置・増室」が 48.1％，「保護者への特別支援教育に関する理解・

啓発の促進」が 47.6％と続き，人的支援だけでなく，教員自身の指導力の向上，通級指導の充

実，保護者の理解が求められている。 

全国では「35 人以下学級等の少人数学級の全学年での早期実施」が 68.4％と最も多いが，本

県では 23.2％である。本県は独自に学級編成を見直し，35 人以下学級が多いからであると考え

られる。 
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37.1

68.4

35.3

58.3

27.9

32.9

46.9

50.7

43.8

60.2

1.6 

15.5 

19.8 

39.0 

23.5 

35.8 

42.2 

41.7 

40.6 

47.6 

51.3 

49.7 

74.3 

1.1 

15.7 

17.8 

23.2 

25.4 

37.3 

43.2 

45.4 

47.6 

48.1 

53.0 

54.6 

76.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ス その他

シ 特別支援学校のセンター的機能の強化

コ 特別な指導・支援のための施設設備の設置・整備

ウ ３５人以下学級等の少人数学級の全学年での早期

ケ 教員養成段階で特別支援教育についての授業内容

キ 保護者や学校を支援するSCやSSWの充実

サ 特別支援学校教諭免許状を所有している教員の配

ク 専門相談機関等の支援（教育センター等）

エ 保護者への特別支援教育に関する理解・啓発の促

オ 発達障害に対応できる通級指導教室の設置・増室

カ 現職研修の充実による教員の特別支援教育の専門

イ 特別支援コーディネーターの専任化（加配教員の

ア 指導補助員，特別支援教育支援員，介助員，学生

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

令和２年度全連小の調査では，質問と「ア 指導補助員，特別支援教育支援員，介助員，

学生支援員等の配置」，「シ 特別支援学校のセンター的機能の強化」の２つの項目は，内

容が変更になっていますが，令和２年度の結果と比較するため，質問や項目を変えていま

せん。  

ア  指導補助員，特別支援教育支援員，介助員，学生支援員等の配置  

イ  特別支援コーディネーターの専任化（加配教員の配置） 

カ  現職研修の充実による教員の特別支援教育の専門性及び指導力向上 

エ  保護者への特別支援教育に関する理解・啓発の促進 

サ  特別支援学校教諭免許状を所有している教員の配置 

キ  保護者や学校を支援する SC や SSW の充実    

ケ  教員養成段階で特別支援教育についての授業内容の充実 

ウ  ３５人以下学級等の少人数学級の全学年での早期実施 
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調査Ⅶ 児童の問題行動などに対する生徒指導推進上の課題  

問 14 
あなたの学校では，いじめ防止のために，校長としてどのようなことに取り組んで

いますか。（複数で回答可） 

 

 

[考察] 

 いじめの早期発見・早期対応に関わる取組は，令和２年度と同様に「児童対象のアンケート

調査等による意識調査や学級集団の状況把握」が最も多く，次いで「教職員間の共通認識と情

報交換の場の設定」が多い。「いじめ防止対策委員会等いじめ問題に対する組織的な取組体制の

整備」も伸びている。些細なものであっても真剣に受け止め，すみやかに情報共有して適切か

つ迅速に，組織的に対応しようと努めていることが分かる。  

 特徴的なのは，「いじめを生じさせない，よりよい人間関係をつくる学級経営の充実」12.7％，

「思いやりの心，助け合う心等，豊かな心の育成を図る道徳教育の重視」10.0％「教員の人権

感覚を高める研修の実施」22.0％の増加が見られる点である。福井県版ポジティブ教育プログ

ラムの推進や道徳教育・人権教育の充実を図ることにより，いじめが起きにくい学級や学校づ

くりへの取組強化がうかがえる。「児童，教員，保護者の規律・規範意識の高揚」や「スローガ

ンや標語の作成等，児童たちの自主的な活動」も増えており，いじめの未然防止に主体的にか

かわろうとする姿勢が求められているようである。  

 一方，「地域との情報交換や連携」や「学校説明会・保護者会等におけるいじめ防止について

の説明」は低くなっている。校内の連携体制整備への取組は充実しているが，ネットいじめや

新型コロナウイルス感染症にかかわる差別や誹謗・中傷への対策等，家庭・学校・地域社会が

それぞれの役割を果たし，一体となって取り組むことへの働きかけは課題といえよう。  

0.4

39.2

30.2

36

52.2

56.9

26.4

73.7

65

39.6

39

83.2

94

73.3

68.6

98.5

0.5 

13.9 

12.8 

33.7 

39.0 

26.2 

45.5 

42.2 

29.9 

55.6 

58.3 

63.1 

76.5 

75.4 

85.6 

95.7 

1.1 

15.1 

20.0 

38.9 

40.5 

41.1 

47.6 

51.9 

51.9 

53.0 

60.0 

74.1 

81.6 

88.1 

90.8 

95.1 

0 20 40 60 80 100 120

タ その他

セ 学校説明会・保護者会等におけるいじめ防止につ

ス スローガンや標語の作成等，児童たちの自主的な

コ 地域との情報交換や連携

ク 基本的な生活習慣の定着に向けた保護者への啓発

サ 児童，教員，保護者の規律・規範意識の高揚

ソ 「ネットいじめ」（パソコンや携帯電話による誹

カ 指導方法の改善（少人数指導・教科担任制・交換

キ 教員の人権感覚を高める研修の実施

シ 学校通信，学級通信等による保護者・地域への啓

ケ 保護者対象のアンケート調査の実施

エ 思いやりの心，助け合う心等、豊かな心の育成を

イ いじめ防止対策委員会等，いじめ問題に対する組

ウ いじめを生じさせない，よりよい人間関係をつく

オ 教職員間の共通認識の確立と情報交換の場の設定

ア 児童対象のアンケート調査等による意識調査や学

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

ア  児童対象のアンケート調査等による意識調査や学級集団の状況把握 

ウ  いじめを生じさせない，よりよい人間関係をつくる学級経営の充実 

イ  いじめ防止対策委員会等，いじめ問題に対する組織的な取組体制の整備 

エ  思いやりの心，助け合う心等、豊かな心の育成を図る道徳教育の重視  

シ  学校通信，学級通信等による保護者・地域への啓発 

カ  指導方法の改善（少人数指導・教科担任制・交換授業・ＴＴ等）や相談体制の充実 

ソ  「ネットいじめ」（パソコンや携帯電話による誹謗中傷など）への対策 

ク  基本的な生活習慣の定着に向けた保護者への啓発と指導の徹底  

ス  スローガンや標語の作成等，児童たちの自主的な活動 

セ  学校説明会・保護者会等におけるいじめ防止についての説明  
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問 15 
あなたの学校では，不登校の予防や解決に向けて，どのような対応をしましたか。                                    

（複数で回答可） 

 

 

[考察] 

 これまでと同様，「保護者との面談」「スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー

等の活用」が多く，９割を超えている。不登校の予防や解決に向けて，保護者とともに対応し

ていること，ＳＣ・ＳＳＷなどと連携協力した組織的な支援体制整備に，ほぼすべての学校が

取り組んでいることが分かる。本県の施策によりＳＣ・ＳＳＷの配置が年々充実し，その活用

が浸透していることを証明する結果ともなっている。 

 また，「いじめの根絶と仲間関係づくり」が，令和２年度に続き，全国の調査結果を大きく上

回っている点も特徴的である。不登校問題と深く関わるいじめの解決や予防，意識調査を活用

した魅力ある学校づくりのための継続的な取組などにより，不登校の未然防止に努めている様

子がうかがえる。 

 一方，「適応指導教室・保健室等の活用」が令和２年度より約 12 ポイント増えている。学校

が努力しても，学校生活になじめず個別の支援を必要とする児童が増えており，その居場所と

してのニーズが高まっていると思われる。ここに到る背景には，関係機関との連携や教育相談，

担任や担当者，養護教諭などによる個別のかかわりが必要であり，大きな負担となっていると

思われる。困難な状況にある学校や教員の負担を軽減するための加配や，関係諸機関による支

援の充実など，対策を講じていく必要がある。 

1

2.5

7.8

3.6

67.3

32.8

70.5

62.6

69

79.9

79.7

0.0 

1.6 

3.7 

10.7 

60.4 

59.9 

72.7 

59.4 

69.0 

90.9 

89.3 

0.0 

1.1 

5.9 

11.4 

62.7 

63.2 

66.5 

71.4 

73.0 

93.0 

94.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

サ その他

コ 転校や学級替え

ク 民間団体の施設等の活用

ケ 学生ボランティア等の支援

オ 関係諸機関（教育相談所・医療・行政等）との連

キ いじめの根絶と仲間関係づくり

ウ 家庭訪問による相談・支援

カ 適応指導教室・保健室等の利用

エ 電話や迎え等による登校支援

イ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー

ア 保護者との面談

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 Ｒ２全国 （％）

イ  スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の活用  

オ  関係諸機関（教育相談所・医療・行政等）との連携 
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調査Ⅷ 新型コロナウイルス感染など非常事態に対応するための校長の役割  

問 16 
学校運営上，新型コロナウイルス感染症への対策を進める中で，どうのようなことが

課題となりますか。（３つ以内を選択） 

 

 

[考察] 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い，令和２年度全連小の調査で追加された設問で

ある。福井県の調査でも追加したが，新型コロナウイルス感染症への対応も２年目にあたるた

め，質問と項目を見直して変更した問いである。 

 調査の中で，最も回答が多かったのが「感染者や濃厚接触者を想定したリスク管理」で，70％

を超える学校で課題となっている。続いて，「状況によって変わる『新しい生活様式』にかかわ

る指導」が 55.7％，「休業時のタブレット等を活用した指導の準備・実施」が 46.5％，「様々な

場面での保護者への説明や協力依頼等の問題」が 41.6％となっている。 

 令和３年度になっても，新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続いており，多くの学校で

感染防止対策はもちろん，児童が感染者や濃厚接触者となった場合の対応が課題となっている

実態が分かる。また，感染状況や熱中症対策などの関係で変わっていく新しい生活様式に関し

て，教職員がその指導や生活様式の徹底に戸惑いや難しさを感じており，変化する生活様式の

周知・徹底のための指導方法をさらに工夫していく必要がある。 

 一人一台のタブレットが導入され，授業などでの活用は徐々に進んでいるが，万一，感染症

拡大により休業となった場合にリモートで活用するためには，まだ，児童および教職員の準備

が不十分であり、改善が必要であると考える。 

 

0.5 

12.4 

20.5 

35.1 

41.6 

46.5 

55.7 

72.4 

0 20 40 60 80

コ その他（ ）

オ 不安や悩みなどを抱えている児童の心のケア

カ 宿泊行事等の実施やキャンセル費用等の問題

イ 教職員の多忙への配慮

キ 様々な場面での保護者への説明や協力依頼等の問

ウ 休業時のタブレット等を活用した指導の準備・実

ア 状況によって変わる「新しい生活様式」にかかわ

エ 感染者や濃厚接触者を想定したリスク管理

Ｒ３福井県 （％）

ア  状況によって変わる「新しい生活様式」にかかわる指導 

ウ  休業時のタブレット等を活用した指導の準備・実施  

キ  様々な場面での保護者への説明や協力依頼等の問題 
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問 17 

あなたの学校での新型コロナウイルス感染症対応について，危機管理と学校経営上

の課題や，工夫した取組などがあれば具体的にお書きください。なお（  ）には，

該当する項目を以下のポイントから選び，記号をお書きください。（複数回答可）                           

・工夫した取組  ▲課題 

＜１ 学校生活＞ 

・児童玄関前が密にならないようにするためのポイントを設置 

・３密の回避および夏場の熱中症対策として，体育館での集会などは行わず校内放送の利用 

・下校時に密にならないよう，放送の指示による地区ごとの分散下校 

・廊下に２ｍ間隔でテープを貼り，ソーシャルディスタンスの意識高揚 

・教室内から教員用事務机やロッカーなどをすべて出し，児童机の距離の確保 

・マスク着用で登下校に熱中症の危険があるため，体操服での登下校，日傘・濡れタオル，

補給用ペットボトルの使用も許可 

▲感染症対策への教職員や児童の戸惑いの解消 

▲マスク着用をいやがる児童への効果的指導 

 

＜２ 学習・教育課程＞ 

・オンライン活用などによる，直接の体験に替わる活動の模索 

・教科等横断的な学習カリキュラムの編成による効率的な学習 

・警報などの発出状況に応じ，単元や学習内容を入れ替え，リスクを軽減 

・保護者の同意書をとって校外学習の実施 

・「どうしたらできるか」「何のために取り組むのか」について共通理解を図り，工夫して教

育活動を推進 

・感染状況が刻々と変わり，計画の見通しが立てにくいため，常に複数を立案 

▲保護者の理解を得ながらの行事などの実施 

▲外部講師招聘や校外での体験活動など感染症対策との兼ね合い 

 

＜３ 児童の対応＞ 

・学活などでレクレーションを実施し，児童のストレスを軽減 

・オリジナルの健康観察チェック表(ケース入り）を使用した玄関前テントでの点検 

・家庭における健康観察にＧｏｏｇｌｅフォームの活用 

・感染児童への心のケアのため，スクールカウンセラーの派遣要請 

・感染状況などのデータを示し，マスク着用の必要性の説明 

▲様々な制約によるストレスからの「落ち着きのなさ」や「児童間トラブル」の解消 

 

＜４ 保護者の対応＞ 

・学校ブログを開設し学校の取組を見える化し発信 

・メール配信や文書配布，必要に応じて保護者説明会の開催 

・行事実施後，Ｗｅｂアンケートで事後の感想・意見を収集し学校便りに掲載 

▲陽性児童の家族のいじめに対する不安の解消 

▲新型コロナウイルス感染症対策に対する保護者の意識の差 
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＜５ 教職員＞ 

・放課後の職員による消毒作業に，市販の除菌シートと高濃度のアルコールを使用し，作業

時間の短縮 

・検温消毒器を導入し，来校者の検温と消毒対応の負担軽減 

・休校を想定した消毒やＰＣＲ検査実施マニュアルを校務分掌部会ごとに作成 

・オンライン授業を想定した校内での模擬オンライン授業の実施 

▲消毒作業や生徒指導，保護者対応などによる教員の疲弊 

▲少人数での水泳学習実施による教員の持ち授業時数の増加 

 

＜６ ＩＣＴの活用＞ 

・出席停止中の児童のオンライン授業参加によるスムーズな登校再開 

・オンラインによる全校集会の実施 

・休日前にタブレットを持ち帰り，課題の提出や健康観察の実施など，万一の臨時休業への

準備 

・学校行事の様子をオンラインで配信 

・ＩＣＴ活用に向けて，ＩＣＴ支援員の活用 

・県外講師のリモートでの授業参加 

・県内外を含めた遠隔システムによるオンライン交流学習の実施 

▲タブレットを持ち帰ってのオンライン授業実施のためのスキルと環境の未整備 

▲校内の Wi-Fi 環境の向上 

 

＜７ 環境整備・備品＞ 

・職員室内で対面する机の間にアクリル板を設置 

・体育館での集会用に，演台専用のアクリル板購入 

・検温オートディスペンサースタンド，オートソープディスペンサーなど非接触型の備品の

購入 

・個人面談用アクリル板の購入 

・自作で屋外手洗い場の設置 

▲補助事業による備品の早急な納品 

▲児童数が多い学年を広い部屋に移動させる際，ロッカーの未設置などの教室環境 

 

＜８ 連携のあり方＞ 

・市町の教育委員会や校長会などでのこまめな情報共有 

・保護者や地域に向けて，学校便りや，メールを活用した情報発信 

・ＰＴＡ役員会で行事における感染症対策についての話し合い 

・中学校区で連絡を取り合い，学校規模を考えながら足並みをそろえた活動の実施 

・地域人材を含めた外部講師の人数制限 

▲保幼小連携の不十分による新入生の対応負担増 

 ▲登校自粛要請などの統一基準作成の遅れ 
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調査Ⅸ 今日的な課題に即応した学校づくりに関する課題 

問 18 
あなたの学校では，働き方改革（業務改善）への対応で特に今後力を入れなければ

ならない（入れたい）項目は何ですか。 (３つ以内を選択） 

 

 

[考察] 

 平成 31 年の２月（令和２年３月改訂）に策定された福井県学校業務改善方針の中には，令和

３年度末までに，時間外在校時間月 80 時間以上の教員をゼロにするという目標が掲げられて

いる。また，令和２年３月に策定された第３期福井県教育振興基本計画では，特に重点的に推

進する必要がある四つの重点施策の一つに“教職員が輝く働き方改革の推進”が位置づけられ，

働き方改革の推進が一層求められている状況にある。  

調査項目の中で，第１位・第２位は令和２年度に引き続き「教職員の働き方に関する意識改

革」57.3%「現行の仕事量の縮減」47.6%と高い数値となっている。勤務時間を意識した働き方

を教職員に浸透させていくことや仕事量を縮減していく必要があると考えていることがうかが

える。また，｢ＩＣＴの活用｣については令和２年度から 18.9 ポイントも増加している。これは、

GIGA スクール構想に伴い配備されたタブレットの活用などを重視しているものと考えられる。

一方，５ポイント以上減少した項目として｢校内学校行事の見直し｣｢市町教委主催の行事見直

し｣がある。多くの学校では学校行事の廃止・見直しがある程度進んでいる状況にあると考えら

れる。限られた時間の中で，教職員の専門性を生かしつつ，授業改善や児童に接する時間を十

分確保し教職員自らが人間性や創造性を高める状況を作り出せるように，今後も関係機関と連

携し，学校の働き方改革を進めていかなければならない。  
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シ その他

サ 県統合型校務支援システムの有効利用

ウ 市町教委主催の行事見直し

オ 校務分掌の見直しによる業務分担の平均化

ケ 地域の方々や保護者の理解

ク 管理職のリーダーシップ

ア 市町教委主導による長期休業期間の適切な設定や

イ 専門スタッフ、外部人材の活用（スクールカウン

コ ICTの活用

エ 校内学校行事の見直し

キ 現行の仕事量の縮減

カ 教職員の働き方に関する意識改革

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 （％）
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問 19 
あなたの学校独自で，働き方改革（業務改善）へ取り組んでいること (取り組みたい

こと)があれば具体的にお書きください。 

 

＜教職員等の意識改革について＞   

・教職員の意識改革のため，タイムマネジメント等の具体的な資料を職員会議などで啓発  

・人事評価の目標管理シートに働き方改革の内容を入れ意識化  

・出退勤調査簿の定期的なチェック・声かけ・個別指導  

・定時退勤日やノー残業デーを設定することで，業務の効率化と働き方への意識の向上  

・自己申告制の定時退校日や退校時間の設定  

＜学校運営の工夫について＞   

・学校独自に｢業務改善方針｣を作成し改革を推進  

・若手教員の育成として積極的なＯＪＴの実施，早めのアドバイス  

・校務分掌等の複数教員（ペアやチーム）による担当制や業務分担の平均化  

・日課を見直すことで下校時刻を早め，教材研究や事務処理の時間を確保  

・タブレットを活用したスケジュール管理やデータ管理  

・高学年による教科担任制の導入や外部講師による授業の実施  

＜業務の縮減及び進め方の工夫について＞  

・教育計画の活用による会議の精選や短縮  

・ＰＣ掲示板による事務連絡・利用や会議前の資料配付・ペーパーレス会議等により，会議

時間の短縮や資料作成の省力化  

・５限目や６限目をカットして放課後の事務時間を確保する業務推進日の設定  

・行事内容の見直しや行事の準備や練習にかける時間の削減  

・アンケート実施時のタブレットの活用による集計の効率化等（ＩＣＴ機器を活用した事務

処理や伝達事項の効率化）  

・指導案やワークシート，教材等の蓄積と共有化  

・高速プリンターの導入による印刷時間の軽減  

・校務支援システムの活用による業務の効率化（省力化，データ提出等）  

・留守番電話の一斉導入（夕方から翌朝に電話の音声案内への切り替え）  

・職員室の戸棚の引き戸を取り払い，備品や消耗品がすぐわかるように見える化（機能的な

レイアウトによる環境改善）  

・各種ボランティアの活用による負担軽減  

＜その他の意見，要望＞  

・年間を通した変形労働時間制の実施や出勤時間のフレキシブル化  

・周りの理解を得ながら，学校以外が担うべき業務を学校外へ移行  

・コロナ禍により縮減した学校行事等については，働き方改革の視点をもとにした収束後の

見直しが必要  

・オンラインで会議を行うことが結構あったが，十分に対応できており出張が減るなど，業

務改善につながっていた。内容にもよるが今後もオンライン会議は有効  
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問 20 
あなたの学校で実践している人材育成の取組で，特に力を入れていることは何です

か。３つ選択してください。 

 

 

[考察] 

調査結果では，「教員相互で学び合う場を設け，資質の向上を目指している」が 62.7％で，

9.8 ポイントの増加が見られ第１位となった。第２位は「管理職が，様々な場面をとらえて，教

員に指導・助言するようにしている」で 9.2 ポイント減となり，令和２年度の１位と２位が入

れ替わる結果となった。また令和２年度と比較して「研修内容を絞り込み，短時間で実施でき

る研修会を増やすようにしている」「校内研修の講師として，自校の教員を積極的に活用してい

る」の数値が高くなっている。このような結果になった理由として，新型コロナウイルスの感

染拡大により，教育活動や教員の働き方が大きく変わったことが影響していると考えられる。

感染防止のため，多くの行事の中止や内容の削減が行われた。また、会議や出張等も取りやめ

になり，オンラインに変更されることになったりした。それにより，校内で教員同士が学び合

う時間が確保されたし，校内で人材育成を図る必要性が出てきたように感じる。校内教員の資

質向上に向け，自分たちには何ができるかという主体的，創造的な姿勢が教員の中にも芽生え

てきているように感じる。福井県が高い学力を維持してきた理由の一つは，個の教員の勤勉さ

と資質によるものである。福井県では，この 10 年間で約４割の教員が退職する。経験豊かなベ

テラン教員が培ってきた教育に対する高い見識や指導力を、若手教員が継承していくことが強

く求められると考える。  

1.6 

1.1 

3.7 

4.3 

5.9 

8.0 

12.3 

15.0 

23.5 

21.9 

45.5 

46.5 

55.1 

52.9 

0.0 

0.5 

1.6 

2.7 

8.1 

10.3 

14.6 

15.7 

20.5 

21.6 

42.2 

43.8 

45.9 

62.7 

0 20 40 60 80

セ その他

ス 教員の悩みや相談に応じる相談窓口を常設してい

シ 経験の少ない教員の育成を目的とした校内組織を

コ 計画に従って、実施状況や成果を確認する体制作

サ 校内研修の講師として、自校の教員を積極的に活

キ 新たな職務を経験させることで、広い視野から物

ケ 研修内容を絞り込み、短時間で実施できる研修会

ク 自己の能力を高めるために、目標管理(人事評価

カ 特定の教育課題を校内研修で取り上げ、組織的に

エ 先輩教員等の日常の仕事や助言から学ばせるよう

オ 学年担当や校務分掌を決める際に、学び合いので

ア OJTによる人材育成を進めている。

イ 管理職が、様々な場面をとらえて、教員に指導・

ウ 教員相互で学び合う場を設け、資質の向上を目指

Ｒ３福井県 Ｒ２福井県 （％）

ウ  教員相互で学び合う場を設け、資質の向上を目指している 

イ  管理職が、様々な場面をとらえて、教員に指導・助言するようにしている  

ア  OJT による人材育成を進めている  

オ  学年担当や校務分掌を決める際に、学び合いのできる教員配置となるよう心がけている  

エ  先輩教員等の日常の仕事や助言から学ばせるようにしている 

カ  特定の教育課題を校内研修で取り上げ、組織的に取り組めるようにしている  

ク  自己の能力を高めるために、目標管理(人事評価)等を活用し、「福井県教員育成指標」の 

ケ  研修内容を絞り込み、短時間で実施できる研修会を増やすようにしている  

キ  新たな職務を経験させることで、広い視野から物事をとらえて提案できるようにしている  

サ  校内研修の講師として、自校の教員を積極的に活用している  

コ  計画に従って、実施状況や成果を確認する体制作りを心がけている  

シ  経験の少ない教員の育成を目的とした校内組織を設置している 

ス  教員の悩みや相談に応じる相談窓口を常設している  
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問 21 

若手教員の割合が増加している中で，人材の育成に向けて，（日常的な業務の中での

工夫も含めて）どのような取組をしているか，また，成果や課題があれば，具体的

にお書きください。 

 

〈教員相互の学び合い〉  

・担任会，校務分掌会，授業研究会と意図的に小グループでの話し合いの場を設定し，若手教

員のいろいろな疑問に答えたり，考えを聞いたりする機会を設定している。  

・一人一授業として，全員が研究授業を行い，検討し合っている。  

・若手とベテランが授業を相互に見に行きやすいよう，気軽に参観できる「授業公開ウィーク」

を実施している。管理職は補欠に入り，管理職抜きで気軽に語れる研修を実施している。  

・若手が主体的に動く場を設定する機会を設けている。その際，任せっきりにしないで，どこ

までやればいいかゴールを示している。その成果を，全体に広げ生かすようにしている。  

〈ＯＪＴの活用〉  

・若手にどんどん仕事を任せている。同時にベテランにそのサポートを託している。  

・職員室の机の配置をベテラン教員と若手教員が隣同士になるようにし，日常的に会話ができ，

相談しやすいような環境を作っている。  

・ＩＣＴ（タブレット）の活用は，若手教員が得意な分野なので，若手教員はそれを中堅やベ

テラン教員に教え，授業内容については，中堅やベテランも授業展開や板書計画についてア

ドバイスするなど，自然とＯＪＴができてきている。  

〈管理職による指導・助言〉  

・積極的に管理職が校舎内を巡回し，教室の中に入って授業を参観することで、子ども達の発

言から見取ったことや指導上気付いたことをその日のうちに伝えている。  

・週案に教員のがんばりや子どもの伸びをコメントしている。週案に教育上の悩みや最近の思

いを書いてくる教員が増えてきている。  

・管理職が中心となり，仕事の進捗状況を聞いたり，前もってアドバイスを行ったりしている。  

・管理職とマンツーマンによる教材研究を実施している。  

・若手教員が実践していることや目標管理表に挙げていることに関して，「ほめる，認める，感

謝の意を伝える。」ことを中心に，言葉がけが重要だと考え，実践している。  

〈研修会の工夫〉  

・校内研修では様々なグループを編成し，意見を交流し合えるようにしている。中堅教員・ミ

ドルリーダーが若手教員に対して，丁寧な指導をするよう心がけている。  

・若手教員の得意なことを生かし，例えば，ＩＣＴを使った授業づくりに関する校内研修で講

師役を務めさせている。  

・町内の学校の指導主事訪問日の公開授業への参観を個別に呼びかけ，積極的に参加してもら

っている。  

〈学び合う組織・職場づくり〉  

・全児童を全教職員で見守り育てていくという方針のもと，学級や学年に関係なく，皆が全児

童に関わるようにしている。  

・若手教員には，教材研究等に充てる自分の時間をできるだけ確保できるように配慮している。 

・職員室が居心地よく気楽に話せる空間になるよう工夫している。  
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問 22 
GIGA スクール構想により， ICT を活用した教育は大きく注目されています。自校

でのタブレット活用において、どのようなことが課題となっていますか。（３つ以内

を選択） 

 

 

[考察] 

この設問は,ＧＩＧＡスクール構想の実現に伴い,令和３年度より新しく追加されたものであ

る。 

回答の中で最も割合の高かった選択肢は「教員のＩＣＴスキルの向上」で 81.1％,次いで「授

業での有効活用」が 69.7％であった。この二つの選択肢が過半数を超えていることから，ＧＩ

ＧＡスクール構想の加速による学びの保障に対応できる教員の育成が急務であることがうかが

える。一方，最も割合の低かった選択肢は「タブレット利用率の学校間格差」で 5.4％であっ

た。その結果からは，令和２年度中に小中学校の端末整備がほぼ完了し，どの学校もタブレッ

トを利用できる状況になっていることがうかがえる。 

ＩＣＴを活用した教育について, いくつかの市町の学校に聞き取りを行った結果，次の２点

の課題が見えてきた。１点目は，ＩＣＴ支援員が定期的に授業支援や環境整備を行っている学

校（市町）とそうでない学校（市町）があるということである。２点目は，リーダーシップを

発揮している管理職（教員）や堪能な教員によるＩＣＴ利活用研修や授業研究が十分に行われ

ている学校と課題を抱えている学校があるということである。これらのことから,市町間や学

校間で「教員のＩＣＴスキルの向上」や「授業での有効活用」に格差やばらつきが生じている

ことがうかがえる。また，回答条件が３つ以内の選択であることから選択肢「人的支援不足」

における回答結果は下位であるが，人的支援については今後も市町教育委員会などに要望して

いく必要があると考える。 

これからの学校教育においては，児童にタブレットを学習のための道具として有効に活用さ

せ,主体的・対話的で深い学びを促していかなければならない。そこに重きをおいてＩＣＴ利活

用研修の充実を図り,学校全体のレベル向上につなげていく必要がある。 
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コ その他

ウ タブレット利用率の学校間格差

エ ＩＣＴにかかわるネット環境の整備

ケ 人的支援不足

キ 機器トラブル対応

オ 業務改善に生かすＩＣＴの校務での活用

ク 情報モラル等を含むリテラシー教育の推進

カ 教育効果を上げるためのタブレット活用方法に関

イ 授業での有効活用

ア 教員のＩＣＴスキルの向上

Ｒ３福井県 （％）

カ  教育効果を上げるためのタブレット活用方法に関する研修  


